
 

小
泉
政
権
発
足
以
来
、
政
治

は
お
金
の
論
理
だ
け
が
先
行
す

る
政
治
に
な
っ
て
し
ま
い
ま
し

た
。
「
官
か
ら
民
へ
」
と
い
う
聞
こ

え
の
い
い
ス
ロ
ー
ガ
ン
で
す
が
、

「
民
」
が
示
す
意
味
は
、
「
民
衆
」

の
「
民
」
で
は
な

く
、
「
民

間

企

業
」
の
「
民
」
に
過
ぎ
な
い
と
い
う

こ
と
が
は
っ
き
り
わ
か
っ
て
き
ま

し
た
。
「
民
間
に
で
き
る
こ
と
は

民
間
に
」
を
合
言
葉
に
よ
っ
て
、

一
部
の
大
企
業
や
マ
ネ
ー
ゲ
ー

ム
に
興
じ
て
テ
レ
ビ
局
や
球
団
の

買
収
を
試
み
る
起
業
家
を
「
勝

ち
組
」
と
し
て
持
ち
上
げ
る
一
方

で
、
「
自
己
責
任
」
の
名
の
下
に
、

低
所
得
層
や
高
齢
者
な
ど
の
一

般
民
衆
へ
の
負
担
を
強
化
し
て
い

ま
す
。 

 

「
小
さ
な
政
府
」
と
い
う
概
念

は
本
来
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
質
を

落
さ
ず
に
い
か
に
効
率
化
す
る

か
と
い
う
こ
と
で
す
。
単
に
財
政

規
模
を
小
さ
く
し
民
営
化
す
れ

ば
い
い
と
い
う
問
題
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。
サ
ー
ビ
ス
の
種
類
に
よ
っ

て
は
国
に
任
せ
た
ほ
う
が
効
率

的
な
場
合
も
あ
り
ま
す
。
公
共

サ
ー
ビ
ス
の
中
身
を
し
っ
か
り
吟

味
し
、
サ
ー
ビ
ス
の
担
い
手
を

国
、
地
方
、
ま
た
は
民
間
企
業
に

ど
の
よ
う
に
振
り
分
け
れ
ば
、
最

も
効
率
的
な
政
府
運
営
が
で
き

る
か
を
議
論
す
る
の
が
真
の
改

革
で
す
。
「
民
営
化
」
の
題
目
を

唱
え
る
だ
け
の
現
政
権
の
「
民
営

化
教
改
革
」
は
、
政
府
の
役
割
を

そ
ぎ
落
と
し
て
責
任
逃
れ
を
し

て
い
る
に
す
ぎ
ま
せ
ん
。 

 

競
争
に
よ
っ
て
強
い
も
の
が
生

き
残
り
、
弱
い
も
の
は
死
ん
で
い

く
。
そ
う
し
た
淘
汰
の
論
理
は

企
業
の
経
済
活
動
に
お
い
て
は

有
効
で
も
社
会
一
般
に
あ
て
は

め
る
こ
と
に
は
無
理
が
あ
り
ま

す
。
社
会
は
多
様
で
す
。
体
の
強

い
人
も
い
れ
ば
弱
い
人
も
い
ま

す
。
住
ん
で
い
る
場
所
も
受
け
た

教
育
も
生
活
環
境
も
、
そ
し
て

親
か
ら
受
け
継
い
だ
資
産
も
人

に
よ
っ
て
異
な
り
ま
す
。
こ
う
し

た
競
争
の
初
期
条
件
を
無
視
し

て
、
「
さ
あ
競
争
だ
、
生
き
残
れ

な
い
の
は
自
己
責
任
だ
」
と
言
い

切
れ
る
で
し
ょ
う
か
。
淘
汰
の
論

理
だ
け
で
は
、
社
会
は
殺
伐
と
し

た
暖
か
味
の
な
い
も
の
と
な
っ
て

し
ま
い
ま
す
。 

 

だ
か
ら
こ
そ
政
治
が
必
要
な
の

で
す
。
し
か
し
、
こ
こ
で
必
要
な

政
治
の
機
能
は
、
そ
う
し
た
競

争
を
制
限
す
る
こ
と
で
も
、
競

争
で
生
き
残
れ
な
い
人
を
甘
や

か
し
救
い
上
げ
る
こ
と
で
は
あ
り

ま
せ
ん
。
自
由
主
義
経
済
下
で

の
政
治
の
役
割
は
、
初
期
段
階
で

は
レ
ベ
ル
の
格
差
が
あ
っ
て
も
、
で

き
る
だ
け
多
く
の
人
が
競
争
に

参
加
で
き
る
よ
う
に
条
件
を
整

え
、
そ
の
条
件
を
透
明
で
公
正

な
ル
ー
ル
で
管
理
し
て
い
く
こ
と

に
あ
る
の
で
す
。
生
ま
れ
た
環
境

や
場
所
に
そ
の
後
の
人
生
が
規

定
さ
れ
て
し
ま
わ
な
い
た
め
に
、

そ
し
て
、
失
敗
し
て
も
何
度
で
も

挑
戦
で
き
る
よ
う
に
、
環
境
を

整
え
る
こ
と
が
政
治
の
役
割
な

の
で
す
。 

 

国
の
大
き
な
借
金
、
拡
大
し
固

定
化
す
る
格
差
、
隣
国
と
の
外

交
の
行
き
詰
ま
り
、
こ
う
し
た
問

題
の
つ
け
を
全
て
背
負
わ
さ
れ

る
の
は
子
供
た
ち
で
す
。
こ
れ
で

は
子
供
た
ち
の
未
来
へ
の
希
望
や

挑
戦
す
る
気
持
ち
は
削
が
れ
て

し
ま
い
ま
す
。
ニ
ー
ト
や
若
年
層

の
犯
罪
の
増
加
が
そ
れ
を
物
語
っ

て
い
ま
す
。 

 

そ
れ
ゆ
え
政
治
は
、
子
供
た
ち

に
課
せ
ら
れ
た
こ
う
し
た
負
担

を
取
り
除
き
、
絶
望
の
淵
か
ら

救
い
出
す
役
割
を
担
わ
な
く
て

は
な
り
ま
せ
ん
。
国
の
借
金
を
整

理
し
、
他
国
の
歴
史
・
文
化
を
敬

う
寛
容
の
精
神
を
培
う
と
と
も

に
、
あ
ら
ゆ
る
世
襲
や
縁
故
主

義
を
排
し
て
、
教
育
機
会
、
就

労
機
会
、
事
業
参
入
機
会
を
保

障
し
す
べ
て
の
人
々
を
社
会
の
健

全
な
競
争
の
土
台
に
乗
せ
て
い

く
地
道
な
仕
事
が
政
治
な
の
で

す
。 

 

弱
者
・
地
方
切
り
捨
て
の
「
淘

汰
の
政
治
」
で
は
、
伊
那
谷
の
未

来
に
明
る
い
展
望
は
描
け
ま
せ

ん
。
都
市
と
地
方
、
日
本
と
隣

国
、
お
年
寄
り
と
子
供
た
ち
が

お
互
い
に
バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た
負

担
と
緊
張
関
係
を
も
っ
て
挑
戦

し
共
生
で
き
る
社
会
を
実
現
す

る
た
め
、
加
藤
が
く
は
次
な
る
戦

い
に
挑
み
ま
す
。 

2006年の通常国会で民主党は、40%まで落ちた日本の食料

自給率を10年で50％に引き上げるため、米の生産調整を廃

止し全国すべての販売農家（200万戸）に対して直接補助金

を支給する制度を導入する農林漁業再生基本法案を提出し

ました。直接支払いの対象を大規模農家だけに限定した小規

模農家切り捨ての政府案との違いを明確に示しています。 

ふるさと「伊那谷」を守る 

美しい伊那谷の環境を守り安定した暮らしを次世代に繋ぐため

には、農業と林業の再生が欠かせません。民主党は1兆円の

予算で全ての販売農家に直接補助金を支払うことで、山間地

での小規模農業を継続可能にします。また、森林への直接支

払いを導入し、森林整備のため12万人の新しい労働力を確保

すると同時に、国産材の利用の推進､「みどりのダム」事業の推

進､バイオマス資源利用の推進で、伊那谷の山を再生します。 

小沢民主党 農林漁業再生プランで地域再生 

民
営
化
教
に 

興
じ
る
今
の
政
治 

加
藤
が
く
決
意
表
明 

 
 

伊
那
谷
か
ら
政
治
再
生
。 

 
 

「淘
汰
の
政
治
」か
ら
「共
生
の
政
治
」へ
。 

加
藤
が
く
は
、
次
期
衆
議
院
選
で
の
民
主
党
公
認

候
補
に
内
定
し
、
小
沢
一
郎
代
表
を
支
え
る
一
新

会
倶
楽
部
に
も
仲
間
入
り
し
ま
し
た
。 

政
権
交
代
に
よ
っ
て
「公
正
な
社
会
」
を
実
現
す
る

た
め
日
常
活
動
に
一
層
力
を
注
い
で
参
り
ま
す
。 

民
営
化
教
は 淘

汰
の
論
理 

誰
も
が
挑
戦
で
き
る 

共
生
の
社
会
へ 
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小沢一郎代表と力強く握手を交わす加藤学 



1968年12月17日 建具屋の次男坊として

生まれる。現在３７才。 

1975-81年 上田市立中塩田小学校。野

球と工作が大好きだった少年時代、親父の仕事の

手伝いもよくやりました。 写真①10才／荷を積む

ときに建具を押さえているのが役目でした。（後ろで

運んでいるのが若い頃の親父） 

1981-84年 上田市立塩田中学校。軟式

テニス部に所属。毎年クラス長をしていました。 

1984-87年 長野県上田高等学校。山岳

班に所属、信州の山々を愛す原点となりました。 

写真②15才／槍・穂高縦走。真夏に５日間風

呂に入らないのは辛かった…。（右側手前） 

1988年 早稲田大学商学部に入学。美術研

究会に所属、芸術家気取りの学生でした。 

写真③20才／好きな歌はなぜか70年代フォー

クでした。（『サボテンの花』を熱唱中） 

1993年 ＮＨＫに入局。広島放送局の報道番

組ディレクターとして、平和問題、アジア関連の

様々な番組を制作。 写真④25才／1994年広

島アジア大会の中継スタッフでした。（右側手前） 

1996-98年 アジアのパワーの源に迫りた

いと思い、マレーシア国立マラヤ大学経済学部大

学院に留学（経済学修士） 

1998-2001年 英国ロンドン大学ＳＯＡＳ

経済学部大学院博士課程に留学。 

2001年 日本貿易振興機構アジア経済研究

所に研究員として入所。専門は東南アジア政治経

済、援助政策、アジアの森林・エネルギー問題。

写真⑤32才／インドネシアの秘境トラジャ、地場

産業の視察で出会った手織物店の看板姉妹。 

2004年 国際機関・国際林業研究センター

（インドネシア）に出向、違法伐採問題を研究。 

2005年9月 民主党候補者公募を経て、第

４４回衆議院選挙（長野５区）に立候補。 

10月、国会議員政策担当秘書資格を取得。 

加藤がくの生いたちをご紹介します 

知事選、県議選で県政刷新の先頭に 
民主党長野県連は６月の県連常任幹事会で、県議会や市町村との間で

行き違いを生じさせ、停滞してしまった県政を正常化させるため、８月６日

予定の長野県知事選では、長野県比

例第１党として候補者擁立を含め責任

ある行動を取る方針を固めました。そ

れを受け、民主党長野県第５区総支

部（代表：加藤学）は、知事選において

は県連の推す候補者を積極的に応援

すると同時に、2007年４月の県議会議

員選挙においては、県民の視点に立っ

た県政の担い手を第５区内から複数生

み出すために積極的な候補者擁立を

目指します。 

県政正常化の先頭に立つ民主党の活

動に今後ともご期待下さい。 

1 消費税・ガソリン税を地方財源に 

都市部と地方の所得格差が進む中、所得ベース

の住民税が地方の主財源では、地方の収入は減

少するだけで財源移譲は進まない。その代わり、

消費税を地方財源に切り替えて安定的な財源を

確保すると同時に、ガソリン税も地方財源に移行し

て地方の裁量で道路整備を行えるようにする。 

2 二酸化炭素（CO2）排出権の国内取引 

     バイオマスエネルギー利用の推進 

農地と林地の財産を実質的経済価値に転換する

ため、農業、森林保全で増加するCO2固定量を他

の産業で出されたCO2排出量と交換する排出権ビ

ジネスを推進すると同時に、バイオマスエネルギー

の利用で、農業、林業を再生させ、伊那谷を循環

型社会の先進地とする。 

3 飯田線の高速・複線化 駅周辺の街づくり 

伊那谷は首都圏への交通アクセスが遅れている

地域である。アルプスのふもとらしいきれいな空気

を維持し、高齢者の交通を確保するためにも、岡

谷駅から飯田駅までの鉄道を再整備し、駅周辺の

商店街に人が集まる環境を作り出す。 

4 教育県・長野の復活 公立学校の再生 

教育費負担の増大は少子化の一つの原因となっ

ている。次世代の人材を地域で育成するため、負

担が少なくても質の高い教育が受けられるよう、公

立学校の教育内容の改訂、中高一貫校の設立な

ど、学校の主体性を高め、地域住民と一体となっ

て教育改革を進める。 

5 ＯＤＡ庁の設立 アジアの中の日本へ 

日本の外交は非軍事分野を主軸とした国際貢献

である姿勢を内外にアピールするため、援助事業

を一元化するＯＤＡ庁を設立しその戦略性を高め

る。米国追従型の外交から脱却してアジアに軸足

を移し、域内の安全保障、経済連携を東アジア共

同体の枠組みで進める。 

2006年6月15日【号外】                                           プ レ ス 民 主                                                地域版 長野⑤   (2) 

伊那谷を再生させる 

加藤がく ５つの提言 

 

加藤学後援会は、会員間の親睦、情報交換を

することを目的に「加藤学サポーターズクラブ」を

設立しました。適宜勉強会やイベントなどを開催

して参ります。年会費一口500円の気軽なワンコ

インクラブです。加藤学支援の輪を拡げるため、

あなたのお力をお貸し下さい。 

加藤がくサポーターズクラブ事務局 

TEL 0265-22-2480 *FAX 0265-23-4498 
E-mail  minsyu.5@mis.janis.or.jp 

拡げよう支援の輪 

加藤がくサポーターズクラブ会員募集 


